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租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした

租税特別措置等の名称 

生産緑地地区の要件緩和に伴う特例措置の拡充 

2 対象税目 （法人税：義）（国税 31） 

（法人住民税、法人事業税：義）（地方税 27） 

【新設・拡充・延長】 

3 租税特別措置等の内容 《内容》 

生産緑地法（昭和 49 年法律第 68 号）第３条第１項第２号に規定されている

面積要件を緩和することに伴い、新たに指定される生産緑地地区に対して、生

産緑地地区を都市計画に定めるにあたっての現行と同様の税制措置が適用

されるよう拡充する。 

 

法人税・法人住民税・法人事業税 

生産緑地法第 10 条第 1 項、第 12 条第 2 項又は第 15 条第 2 項の規定に

基づき、生産緑地地区内の土地が地方公共団体等に買い取られる場合に、

譲渡所得の課税についてその譲渡益から 1,500 万円を特別控除する。 

《関係条項》 

租税特別措置法第 65 条の４ 

4 担当部局 （主要望）国土交通省都市局公園緑地・景観課、都市計画課 

（従要望）内閣府地方創生推進事務局 

 

5 評価実施時期及び分析

対象期間 

評価実施時期：平成 28 年 12 月 

分析対象期間：平成 25～31 年度 

6 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯 

昭和 49 年度 税制措置創設（恒久措置） 

7 適用又は延長期間 恒久措置 

8 必要性

等 

① 政策目的

及びその

根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

水と緑豊かで魅力ある良好な都市環境の形成 

《政策目的の根拠》 

・社会資本整備重点計画（平成 27 年 9 月閣議決定） 

  健康で快適に暮らせる生活環境を確保するため、水と緑豊かで魅力ある 

良好な都市環境の形成を図る。 

 

・都市農業振興基本法（平成 27 年法律第 14 号） 

第１条 この法律は、都市農業の振興に関し、基本理念及びその実現を図

るのに基本となる事項を定め、並びに国及び地方公共団体の責務等を明ら

かにすることにより、都市農業の振興に関する施策を総合的かつ計画的に

推進し、もって都市農業の多様な継続を図るとともに、都市農業の有する機

能の適切かつ十分な発揮を通じて良好な都市環境の形成に資することを目

的とする。 

第 13 条 国及び地方公共団体は、都市農業のための利用が継続される土

地とそれ以外の土地とが共存する良好な市街地の形成を図るため、都市農
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業のための利用が継続される土地に関し、的確な土地利用に関する計画が

策定され、及びこれに基づき土地利用の規制その他の措置が実施されるた

めに必要な施策を講ずるものとする。 

第 14 条 国及び地方公共団体は、土地利用に関する計画及びこれに基づ

く措置を踏まえ、都市農業が安定的かつ確実に継続されるよう、都市農業

のための利用が継続される土地に関し、必要な税制上の措置を講ずるもの

とする。 

 

・都市農業振興基本計画（平成 28 年 5 月閣議決定） 

生産緑地の所有者が死亡等により生産緑地の買取り申出を行った場合に

おいて、市町村が必要な農地を買い取ることができるよう、市町村による計

画的な取組を支援する。 

現行制度上、生産緑地地区の指定の対象とされていない500㎡を下回る小

規模な農地や、農地所有者の意思に反して規模要件を下回ることになった

生産緑地地区については、都市農業振興の観点も踏まえ、農地保全を図る

意義について検討した上で、必要な対応を行う。 

② 政策体系

における

政策目的

の位置付 

４．地方創生の推進 

⑧地域再生の推進 

③ 達成目標

及びその

実現によ

る寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 
都市域における水と緑の公的空間確保量 
都市域における自然的環境(樹林地、草地、水面等)を主たる構成要素とする空

間であり、制度等により永続性が担保されている空間の確保量(面積)を都市計画

区域人口で除したもの 

 
都市等において、住民等が水と緑豊かな潤いのある生活を送ることが

できるよう、都市公園等の公園緑地を整備するとともに、道路、港湾、
空港周辺地域等での緑化や市街地に隣接する山麓斜面等でのグリーンベ
ルトの整備・保全等を推進するほか、緑地保全制度の的確な運用により
緑地の保全を図るとともに、建築物の屋上や壁面を含む民間建築敷地内
の緑化等民有地の緑化を支援する。また、河川、港湾、海岸及び下水道
において、住民が水に親しむことができる空間を確保する。 
 

平成 24 年度：12.8 ㎡/人 → 平成 31 年度：13.9 ㎡/人 

 
*本指標は社会資本整備重点計画におけるものであり、当該計画において 
は平成 32 年度を達成目標年度としており、平成 31 年度では 13.9 ㎡/人 

を想定 

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

本特例措置は、所有者からの買取り申出に基づき、生産緑地地区が地方

公共団体等に買い取られる場合のものである。本特例措置により、生産緑地

地区が宅地等に転用されず、地方公共団体等によって緑地等の公共施設とし

て維持されることで、良好で緑豊かな都市空間の形成に資する。 
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9 有効性

等 

① 適用数等 《適用数》 

法人税 

年度 

区分 
平成 25 26 27 28 29 30 31 

適用件数（件） ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

適用額（百万円） ０ ０ ０   ０ ０ ０ ０ 

*適用数は租税特別措置の適用実態調査結果を引用。 

*生産緑地地区については、これまで個人所有の生産緑地地区が買い取られ 

ているため、法人所有の生産緑地地区の買取り実績はない。 

*生産緑地地区に係る新規の都市計画決定に際しては、一定期間の営農が 

継続可能かどうか、また、主たる従事者が高齢となる場合には、その後継者 

が営農可能かどうかを予め農家に確認することとしているため、今般の改正

により、面積要件が引き下げられた場合においても、当面は新たな指定が見

込まれるが、直ちにこれらの買取り申出が発生する状況は想定されない。 

② 減収額 上記のとおり、改正法施行後 3 年程度の間には適用が想定されないため、

今回要望している措置の拡充範囲において減収は見込まれない。 

 

③ 効果・税収

減是認効

果 

《効果》 

○達成目標の実現状況 

年度 

区分 

平成

25 
26 27 28 29 30 31 (32) 

都市域におけ

る水と緑の公

的空間確保量 

（m2/人） 

12.9 

集

計

中 

集

計

中 

－ － － 13.9 (14.1) 

*平成 25～27 年度の数値：国土交通省調べ 

生産緑地地区の面積要件の緩和により、多くの市街化区域内農地が生産

緑地地区の指定対象となり、従来の生産緑地地区と同様の租税特別措置を

講じることで、新たに小規模な生産緑地地区の指定が増加し、良好な都市環

境の形成に資することが見込まれる。また将来的には、生産緑地地区が地方

公共団体等によって買い取られ、緑地等の公共施設として整備されやすくなる

ことにより、目標達成が図られる。 

《税収減を是認するような効果の有無》 

本特例措置の拡充による税収減は、当面生じない見込みである。 

なお、将来的には本特例措置によって、公共施設の用地の取得が困難な都

市部においても、生産緑地地区を活かした公園整備や緑地保全が可能となる

ため、良好な都市空間の形成に資する。 

10 相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等 

本特例措置により、公共施設の用地の取得が困難な都市部において、生産

緑地地区を活用した公園整備や緑地保全が可能となるため、良好な都市環境

の形成という政策目的に照らして適正かつ最低限の措置である。 

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

地方公共団体が生産緑地地区を買い取り、都市公園を整備することに対し

ては国庫補助（社会資本整備総合交付金）がある。当該予算措置と本特例措

置の双方が適用されることで、生産緑地地区が買い取られた以降も緑地とし
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分担 て保全されやすくなる。 

③ 地方公共

団体が協

力する相

当性 

本特例措置は、地方公共団体等が生産緑地地区を買い取る場合を対象と

している。 

11 有識者の見解 － 

12 前回の事前評価又は事

後評価の実施時期 

－ 

 

 


